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第一部 適正なガス取引についての指針の必要性と構成 

 

１ 本指針の必要性 

 

（１） ガス事業は、導管による独占的供給に伴う弊害に対処するため、ガス事業法上の

業務規制（料金規制、供給義務等や会計面の規制）によってその防止が図られてき

たところ、平成６年及び平成１１年のガス事業法等の改正により、小売業への参入

の段階的な自由化や、新規参入者がガスの供給に際して既設導管を活用するために

一部の一般ガス事業者に対する託送供給の義務化等の措置が採られ、ガス市場にお

ける競争の促進が図られてきた。 

 

（２） 他方、制度改革の進展に伴い、新規参入やガス料金の低下がみられるなど一定の

成果があったものの、①ガスの導管供給では一般ガス事業者がその供給区域内で大

きな市場シェアを有すること、②既に導管が張り巡らされていることにより、新た

な導管網の敷設が困難とされる地域があること、③ガスの原料であるＬＮＧ・天然

ガスの入手先が限られることなどから、ガス市場において競争原理が有効に機能し

ないのではないかとの懸念があった。 

 

（３） こうした懸念について、ガス事業法による事前規制のみで対応することは、経営

の自主性の尊重や競争を通じてガス事業の効率化を図る制度改革の趣旨に反すると

ともに、ガス市場におけるこれまで以上の競争促進や公正な取引の確保に向けた要

請が高まり、同法のみでは対応できない場面が現出することが想定される。また、

市場における一般的なルールである独占禁止法により対応することは、同法が基本

的には競争制限的行為を排除するものであることに鑑みれば、ガス市場を積極的に

競争的に移行させていく役割を果たしていく上では一定の限界がある。 

 

（４） このため、平成１２年３月、ガス事業法を所管する通商産業省（現経済産業省）

と独占禁止法を所管する公正取引委員会がそれぞれの所管範囲について責任を持ち

つつ、相互に連携することにより、ガス事業法上の業務改善命令等の発動基準及び

独占禁止法上問題となる行為を明らかにするにとどまらず、ガス事業法及び独占禁

止法と整合性のとれた適正なガス取引について本指針を取りまとめた。 

 

（５） その後、平成１６年及び平成１９年の改正ガス事業法の施行に伴い、託送供給義

務の対象が、全ての一般ガス事業者及びガス導管事業者にまで拡大し、託送供給の

中立性・透明性を確保するための具体的な禁止行為の法定、小売業の自由化範囲の

更なる拡大、卸供給に係る規制の撤廃等の措置が採られた。 

 

（６） 平成２７年には、エネルギー基本計画（平成２６年４月１１日閣議決定）におい

て、市場の垣根を撤廃し、電力・ガス・熱供給のシステム改革を一体的に推進する

こととしたことを踏まえ、電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法



2 

律第４７号。以下「平成２７年改正法」という。）が成立し、平成２９年４月にガ

スの小売業への参入が全面自由化され、平成３４年４月に導管部門の更なる中立性

を確保するために一定基準に該当するガス事業者の導管部門の法的分離が行われる

こととなった。 

 

（７） 今回の本指針の改定は、このようなガスシステム改革を踏まえ、平成２９年４月

の小売全面自由化により新たなステージに入る新しいガス市場における適正な取引

の在り方を示すものである。 

 

２ 本指針の構成 

 

（１） 本指針は、ガス取引を①小売分野、②卸売分野、③製造分野及び④託送供給分野

の各分野に区分した上で、次のような内容のものとする。 

   ア 総論として、基本的な考え方を明示する。 

   イ 各論として、上記の各分野ごとにガス市場を競争的に機能させていく上で事業

者が自主的に行うことが望ましいと考えられる行為を示した上で、ガス事業法上

又は独占禁止法上問題とされるおそれがある事業者の行為を示すとともに、一定

の場合にはガス事業法上又は独占禁止法上問題とならない旨を例示する。 

 

（２） 具体的なケースについては、市場構造や取引の実態を踏まえて、個別の判断が求

められるものであり、これらを網羅的にあらかじめ明らかにすることは困難である。

したがって、問題や紛争が生じた場合に、本指針の趣旨・内容を勘案してケースバ

イケースで対応し、その判断の積重ねが本指針の内容をより一層明確にしていくこ

とになると考えられる。 

    ガス事業法上禁止される行為（例えば、一般ガス導管事業者、特定ガス導管事業

者又はガス製造事業者による情報の目的外利用や差別的取扱い等）等があると認め

られるときは、経済産業大臣による停止命令又は変更命令（ガス事業法第５４条第

２項、第８０条第２項、第９２条第２項）等が発動される可能性がある。また、ガ

スの適正な取引の確保を図るため必要があると認めるときは、電力・ガス取引監視

等委員会による業務改善勧告（同法第１７８条第１項）が発動される可能性があり、

ガス事業の運営が適切でないため、ガスの使用者の利益の保護又はガス事業の健全

な発達に支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認めるときは、経済産業大臣によ

る業務改善命令（同法第２０条第１項、第５７条第１項、第８２条、第９４条）が

発動される可能性がある。 
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第二部 適正なガス取引についての指針 

 

Ⅰ 小売分野における適正なガス取引の在り方 

 

１ 考え方 

 

（１）小売供給 

 

  ① 平成２７年改正法第５条の施行により、ガスの小売業への参入が全面自由化され、

経済産業大臣による登録を受けたガス小売事業者であれば、家庭を含む全ての需要

家にガスの小売供給を行うことが可能となった。 

    また、ガス小売事業者は、ガス事業法の規定に基づき、需要家への説明義務や書

面交付義務、苦情処理義務等が課されるものの、料金やサービス面等で条件の合わ

ない需要家とは取引しないことや、需要家の求めるガスの利用形態に応じた料金等

の取引条件を設定することは、基本的に自由である（指定旧供給区域等小売供給約

款、指定旧供給地点小売供給約款及び最終保障供給約款による小売供給を除く。）。 

 

  ② 一般ガス事業者であったガス小売事業者の中には、大小様々な事業規模の事業者

がおり、他のエネルギー供給と競争関係にある状況下において、自ら原料を調達し

てガスを製造し、自己の導管部門の供給区域において高い小売供給シェアを有する

事業者がいる一方で、小売供給に必要なガスの調達を他の事業者からの卸供給に依

存する事業者や、自己の導管部門の供給区域における小売供給シェアが必ずしも高

くない事業者も多数いる。また、事業規模が大きく、ガスの原料となるＬＮＧを大

量に調達し、ガスの製造設備や導管を保有する他の事業分野の事業者が、ガスの小

売市場に参入することが想定される。 

    このように、自己の導管部門の供給区域において一般ガス事業者であったガス小

売事業者が、必ずしも当該供給区域において有力な地位にあるとは限らない状況も

考えられる。 

 

  ③ このような状況においては、一般ガス事業者であったガス小売事業者に限らず、

（略）。 

    また、競合相手を市場から退出させる目的での不当に安い料金による小売供給な

ど、ガス小売事業の運営が適切でないため、ガスの使用者の利益の保護又はガス事

業の健全な発達に支障が生じ、又は生じるおそれがあると認めるときには、ガス事

業法に基づく業務改善命令（同法第２０条第１項）や業務改善勧告（同法第１７８

条第１項）の対象となる可能性がある。 

    このため、ガス小売事業者等は、後記２で示した公正かつ有効な競争の観点から

望ましい行為や問題となる行為に留意するなど、適切な対応が必要である。 

 

  ④ 平成２７年改正法第５条施行の際、現に同条による改正前のガス事業法の許可を
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受けて一般ガス事業・簡易ガス事業を営んでいる者は、ガス小売事業者としての登

録を受けたものとみなされ、当該者（以下「みなしガス小売事業者」という。）は、

ガス小売事業者間の適正な競争関係が確保されていないこと等の事由により、小売

全面自由化以前のみなしガス小売事業者の供給区域又は供給地点（以下「旧供給区

域等」という。）のガスの使用者の利益を保護する必要性が特に高いと認められる

ものとして、自己の旧供給区域等が経済産業大臣による指定を受けた場合において

は、当分の間、当該指定を受けた旧供給区域等については、経済産業大臣の認可を

受けた指定旧供給区域等小売供給約款又は指定旧供給地点小売供給約款に基づく規

制料金による小売供給を行うことが義務付けられている（平成２７年改正法附則第

２２条第１項及び第２８条第１項等）。 

    当該約款に基づく料金による小売供給を行う義務を負うみなしガス小売事業者が、

別の料金メニューを設定することは原則として自由であり、むしろ、みなしガス小

売事業者の創意工夫により、需要家のニーズに応じた様々な料金体系を提示し、需

要家の選択肢を増やすことは、小売供給における競争の促進に資する。 

    なお、指定旧供給区域等小売供給約款又は指定旧供給地点小売供給約款に基づく

料金が自由料金との整合性を著しく欠いており不公平となった場合などにおいて、

当該約款に基づく料金等の設定が著しく不適当となり、当該約款の対象需要家の利

益が阻害されるおそれがあると認められる場合には、ガス事業法上当該約款の変更

認可申請命令が発動され得る（平成２７年改正法附則第２２条第４項及び同第２８

条第４項によりなお効力を有するとされるガス事業法第１８条第１項）。 

 

（２）消費機器調査等 

 

   ガス小売事業者は、需要家にガスの小売供給を行うに当たり、自己の需要家が引越

し等によりガスの使用を開始又は終了する際に開閉栓作業を行うとともに、開栓時及

び一定の期間ごとに消費機器の調査及び危険発生防止の周知を行う義務が課せられ、

保安において一定の役割を担うことが求められている（ガス事業法第１５９条。以下、

開閉栓作業、消費機器の調査及び危険発生防止の周知を「消費機器調査等」という。）。 

   このため、ガス小売事業者は、消費機器調査等を行うための体制を整備すべきであ

るところ、ガスの小売市場への新規参入者にとって直ちに当該体制を整備するための

拠点、人材の配置等を行うことは必ずしも容易ではなく、特に小売全面自由化により

新たに自由化の対象となった家庭や小規模事業所へのガスの小売供給においては、こ

れまで地域独占下において一般ガス事業者であったガス小売事業者（当該ガス小売事

業者が行うべき消費機器調査等を関連事業者（注）に委託している場合を含む。）の

みが消費機器調査等を行うための体制を整備していることを踏まえると、このような

状況において、当該ガス小売事業者は、小売全面自由化後適切な時期に見直されるま

での当分の間、新規参入者から消費機器調査等の委託を依頼された場合には、適切な

条件で受託することが望まれる。 

  （注）関連事業者とは、小売全面自由化前に一般ガス事業者から委託を受けて、需要

家に対して、消費機器調査等を行っていた事業者であり、小売全面自由化後も、
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主として一般ガス事業者であったガス小売事業者から委託を受けて消費機器調査

等を行う者をいう。 

 

２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 

 

（１）小売供給 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

  ① 標準メニューの公表 

 

    小売供給に係る料金について、ガス小売事業者が、それぞれ個別に、家庭向けの

標準的な小売メニューを広く一般に公表した上で、これに従って、同じ需要特性を

持つ需要家群ごとに、その利用形態に応じた料金を適用することは、利用形態以外

の需要家の属性（例えば、競争者の有無、他のエネルギー供給からの切替えの有無

等）にかかわらず、全ての需要家を公平に扱うことになるため、公正かつ有効な競

争の観点から望ましい。 

    なお、平成２９年４月よりも前に自由化されていた大口の供給に係る料金につい

ても、一般ガス事業者であったガス小売事業者が自主的な取組として、合理的な算

定方法による平均価格や標準モデルケース価格を広く一般に公表することが望まし

い。 

 

  ② 託送供給料金相当支払金額の請求書等への明示 

 

    ガス料金の透明性の確保の観点から、一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業

者（以下「ガス導管事業者」という。）が維持・運用する導管を経由したガスを供

給するガス小売事業者（当該ガス導管事業者と同一の者である場合も含む。）が、

需要家への請求書、領収書等に当該需要家のガス料金に含まれる託送供給料金相当

支払金額を明記することが望ましい。 

簡易ガス事業者であったガス小売事業者など、ガス導管事業者が維持・運用して

いない導管により小売供給を行うガス小売事業者は、需要家に明示すべき託送供給

料金相当支払金額が存しないため、請求書、領収書等に当該金額を記載する必要が

ない。 

    なお、ガス小売事業者が、需要場所においてガスの卸供給を受けた上で当該需要

場所において小売供給を行う場合（いわゆるワンタッチ供給の場合）には、ガス小

売事業者が託送供給料金相当支払金額を直ちに把握することができないため、当該

卸供給を行う卸売事業者が、卸供給を受けるガス小売事業者に対して、卸供給料金

に含まれる個々の需要家ごとの託送供給料金相当支払金額を明示することが望まし

い。 

システム開発等の技術的な理由により、小売全面自由化後、直ちに託送供給料金
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相当支払金額を請求書、領収書等に明記することが困難な場合には、正確な金額に

代えて、概算額や適用される単価を記載することとし、今後のシステム改修等にお

いて対応することが望ましい。 

 

  ③ スイッチングが適切に行われる環境の確保 

 

    需要家の同意を得た上での需要家情報（設置計器や過去のガス使用量、保安情報

等）へのアクセスの公平性及び円滑なスイッチングを実現するために、ガス導管事

業者が、スイッチングの申込み状況に応じて対応能力を増強し、スイッチングが適

切に行われる環境を確保することは、公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 

 

  ① （略）     

 

  ② （略）    

 

  ③ 不当に高い解約補償料の徴収等 

 

    （略） 

 

    ガス小売事業者が、（ⅰ）小売供給契約の解除を一切許容しない期間を設定する

こと、契約の解除に関して不当に高額の解約補償料を設定すること等により、需要

家による小売供給契約の解除を著しく制約する内容の契約条項を設けること及び

（ⅱ）ガスの小売供給契約を他者に切り替えようとする需要家に対して、自ら又は

子会社等を通じて、合理的な理由なく当該需要家が継続を希望する付随サービス

（例：汎用品でない消費機器に係るリースやメンテナンス）に関する契約の打切り

やその料金を従来よりも不当に値上げすること等を示唆する等の行為により、ガス

の小売供給に係る需要家の選択肢を不当に狭めることは、ガス事業法上業務改善命

令（同法第２０条第１項）や業務改善勧告（同法第１７８条第１項）の対象となり

得る。 

 

  ④ （略） 

 

  ⑤ 設備等の無償提供 

 

    （略） 

 

  ⑥ （略） 
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  ⑦ 事実に反する情報の需要家への提供 

 

    （略） 

 

    ガス小売事業者が、需要家の誤解を招く情報提供（例えば、当社のガスであれば

供給に支障が生じにくい、当社と契約しないとガス漏れ等の緊急時対応が一切なく

なる等）により自己のサービスに需要家を不当に誘導する場合には、ガス事業法上

業務改善命令（同法第２０条第１項）や業務改善勧告（同法第１７８条第１項）の

対象となり得る。 

 

⑧ スイッチングにおける不当な取扱い 

     

    スイッチングに係るルール整備やシステム・手続の運営において、ガス導管事業

者が、全てのガス小売事業者を公平に取り扱わないことは、ガス事業法上業務改善

命令（同法第５７条第１項、第８２条）や業務改善勧告（同法第１７８条第１項）

の対象となり得る。 

 

  ⑨ （略）     

 

（２）消費機器調査等 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

   関連事業者又は一般ガス事業者であったガス小売事業者は、ガスの小売市場への新

規参入を促進するため、消費機器調査等の受託に当たって、以下のような対応を採る

ことが公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

  ○ 関連事業者が、新規参入者に係る消費機器調査等を、当該関連事業者に消費機器

調査等の委託を行っている一般ガス事業者であったガス小売事業者に対して求めて

いる料金と同等（注）以下の料金で受託すること。 

  ○ 関連事業者が、新規参入者から受託した消費機器調査等を行うに当たり需要家と

接触する際に又は新規参入者から受託した消費機器調査等を行う過程で得た情報を

活用して、①当該関連事業者に消費機器調査等の委託を行っている一般ガス事業者

であったガス小売事業者のガス供給に係る営業活動や②新規参入者の顧客である需

要家に対して当該新規参入者との小売供給契約の解約を勧めたり、当該小売供給契

約の継続を躊躇させたりするような言動を行うなど新規参入者のガス小売事業の拡

大や円滑な遂行等に支障を来し得る行為（以下、①②を併せて「新規参入に支障を

来し得る営業行為等」という。）を行わないこと。 

  ○ 一般ガス事業者であったガス小売事業者が、関連事業者との契約において、関連

事業者が、新規参入に支障を来し得る営業行為等を行わないように努めることを求

めること。 
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   （注）「同等」とは、消費機器調査等の実施地域の需要密度や委託する業務の具体

的内容等の条件が同様である場合には、同水準の料金が設定されるということ

であり、例えば、新規参入者が、消費機器調査等のうち比較的費用の嵩む業務

のみ関連事業者に委託する場合など、関連事業者が、一般ガス事業者であった

ガス小売事業者よりも高い料金単価を当該新規参入者に設定することに合理性

がある場合に、そのような高い料金単価を当該新規参入者に設定することは妨

げられない。この考え方は、以下の公正かつ有効な競争の観点から問題となる

行為においても同じである。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 

 

   以下の場合には、一般ガス事業者であったガス小売事業者が、新規参入者の消費機

器調査等を適正に受託しているとはいえないことから、ガス事業法上業務改善命令（同

法第２０条第１項）や業務改善勧告（同法第１７８条第１項）の対象となり得る。 

  ○ 一般ガス事業者であったガス小売事業者が、正当な理由なく（注１）、新規参入

者に係る消費機器調査等を、適正な料金（注２）で受託しないこと。 

  ○ 一般ガス事業者であったガス小売事業者が、新規参入者から受託した消費機器調

査等を実施するために関連事業者に再委託を行う必要がある場合に、関連事業者に

対して、再委託を行わないこと。 

  ○ 一般ガス事業者であったガス小売事業者が、関連事業者に対して、新規参入者に

係る消費機器調査等を、受託しないように求めたり、自己に対して求めている料金

を上回る料金で受託するように求めたりすること。 

  ○ 一般ガス事業者であったガス小売事業者が、関連事業者に対して、新規参入に支

障を来し得る営業行為等を行うように求めること又は自己がそのような営業行為を

行うこと。 

   （注１）正当な理由があると認められるのは、一般ガス事業者であったガス小売事

業者（関連事業者を含む。）の人員・体制等に余力がないことから、新規参

入者に係る消費機器調査等を物理的に受託できない場合等である。 

   （注２）適正な料金とは、①新規参入者から委託を受けて一般ガス事業者であった

ガス小売事業者が消費機器調査等を行う場合には、自己の消費機器調査等の

業務に係る費用と同等の料金、②関連事業者に再委託を行う場合には、関連

事業者への再委託費用に、再委託に必要とされる合理的な金額の範囲内の事

務手数料やその他合理的な費用（例えば、合理的な範囲のシステム関連費用

や人材育成費等）を付加した料金のことをいう。 
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Ⅱ 卸売分野における適正なガス取引の在り方 

 

１ 考え方 

 

 ① 需要家に小売供給を行うためのガスは、ほとんどが海外から輸入するＬＮＧを原料

に用いており、一部のみ国産天然ガスを原料に用いている。ＬＮＧを輸入するに当た

り、長期の引取契約を締結する必要があることや、ＬＮＧを貯蔵し、気化、熱量調整、

付臭等（注）を行うための設備の建設に多額の費用を要することなどから、ＬＮＧを

輸入しガスを卸供給する事業者はおおむね一部の大手事業者に限られる状況にある。 

   また、各供給区域間が導管でつながっていないことがあることなどを踏まえると、

各供給区域においてガスを卸供給する事業者は一層限られることとなる。 

  （注）付臭等とは、付臭設備、フィルター、温度・圧力計、コントロール弁等を用い

て行うガスの性状・圧力を安定させるために必要な作業をいう。 

 

 ② ガス小売事業者は、一部の大手事業者を除き、小売供給に必要なガスを調達するに

当たり、原料としてガスの卸供給を受けた上で自己の製造部門において熱量調整、付

臭等を行う場合や、需要場所でガスの卸供給を受ける場合等があるところ、どのよう

な場合においても、上記のとおり限られた事業者から卸供給を受ける必要がある。 

 

 ③ このような状況において、多くのガス小売事業者にとって小売供給に必要なガスを

確保することは必ずしも容易ではなく、ガスの小売市場において公正かつ有効な競争

を促進させるためには、ガスの卸売市場の活性化が不可欠である。 

   このため、卸売事業者は、後記２で示す公正かつ有効な競争の観点から望ましい行

為や問題となる行為に留意するなど、適切な対応が必要である。 

 

 ④ なお、平成２９年４月からいわゆるパンケーキ問題（託送供給の区域を跨ぐごとに

託送供給料金が課されていたという問題）が解消され、区域を跨ぐ卸託送供給料金が

一般負担化されることとなった。 

   パンケーキ問題が解消されたにもかかわらず、卸供給を行っているガス事業者が、

パンケーキ問題の解消前に区域ごとに設定されていた卸託送供給料金を含む卸供給料

金（以下「解消前卸供給料金」という。）により引き続き卸供給を行うことは、当該

卸供給に係る最終的な需要家の負担がパンケーキ問題の解消前よりもかえって増大す

るおそれがあり、当該卸供給に係る託送供給を行うガス導管事業者が卸託送供給料金

相当額を二重取りする（卸供給料金と事業者間精算により卸託送供給料金相当額を二

重に回収する）ことにつながり得るため、適当でない。 

   そのような事態を防ぐために、卸供給を行うガス事業者は、パンケーキ問題の解消

の趣旨を踏まえ、解消前卸供給料金から、事業者間精算に基づく卸託送供給料金に相

当する金額を引き下げることが適切である。 

 

２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 
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 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

   適正かつ活発な卸取引を通じたガス小売事業者の活発な競争に向けて、ＬＮＧや小

売供給のための原料となるガスを保有する事業者は、新規参入者を含むガス小売事業

者に対して可能な範囲で積極的に必要なガスの卸供給を行うことが、公正かつ有効な

競争の観点から望ましい。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 

 

  （略） 
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Ⅲ 製造分野における適正なガス取引の在り方 

 

１ 考え方 

 

（１）ＬＮＧ基地の第三者利用 

 

  ① 我が国において需要家に小売供給が行われるガスのほとんどは、海外からの輸入

ＬＮＧに依存しているところ、海外から輸入したＬＮＧをＬＮＧ基地に貯蔵し、気

化、熱量調整、付臭等の設備を用いて製造されている。 

    ＬＮＧ基地の建設には多額の費用を要するため、現状においてＬＮＧ基地を保有

しガスを製造する事業者がおおむね一部の大手事業者に限られることを踏まえると、

ガスの卸売市場への新規参入の促進や既存の製造設備の効率的な活用が図られるこ

とは、卸売市場の活性化とそれによる小売市場の競争促進に資することとなる。 

    このための方策の一つとして、第三者がＬＮＧ基地を利用（第三者が調達したＬ

ＮＧを用いてガスを製造委託）することができることとなれば、自らＬＮＧ基地を

建設しなくてもガスを製造することができ、新たな卸売事業者の出現やガスの製造

手段の多様化につながることとなる。 

 

  ② 平成２７年改正法第５条により、ガス事業法で規定する一定の要件に該当するＬ

ＮＧ基地（以下「法定ＬＮＧ基地」という。）を維持し及び運用するガス製造事業

者は、原則として経済産業大臣に届け出た受託製造約款に基づきガス受託製造を行

わなければならないこととされ（ガス事業法第８９条第２項）、ＬＮＧタンクの容

量等の公表も義務付けられた（同法第９０条）。 

 

  ③ 法定ＬＮＧ基地に該当しないＬＮＧ基地（以下「その他ＬＮＧ基地」という。）

を維持し及び運用する事業者（以下「その他ＬＮＧ基地事業者」という。）は、ガ

ス事業法に基づくガス受託製造の義務が課せられるものではないが、ガスの卸売市

場の活性化を図る観点から、第三者から自己が維持し及び運用するその他ＬＮＧ基

地の利用の申出を受けた場合には、当事者間の相対交渉を通じて適切な条件で応じ

ることが望まれる。 

 

（２）その他製造委託等 

 

   ガスの卸売市場への新規参入の促進やガスの製造手段の多様化を図るに当たり、Ｌ

ＮＧ基地を第三者が利用してガス製造を委託するほか、新規参入者が自己の設備にお

いて貯蔵するＬＮＧや天然ガスを用いて他の事業者に熱量調整や付臭等のガス製造を

委託することも考えられる。 

   また、ガスの小売市場や卸売市場に参入する事業者は、本来、供給を行うため適所

に十分な製造設備を確保する必要があるが、新規参入者が適所に十分な製造設備を確

保するのは容易ではない場合もあり得る。 
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   このため、ガスの小売市場や卸売市場における公正かつ有効な競争を促進させる観

点から、ガスの製造設備を保有する事業者は、当事者間の相対交渉を通じて適切な条

件でガスの製造委託等に応じることが望まれる。 

 

２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 

 

（１）ＬＮＧ基地の第三者利用 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

  ① ＬＮＧタンクの運用 

 

    ＬＮＧ基地を維持し及び運用する事業者（ガス製造事業者及びその他ＬＮＧ基地

事業者のことを指し、以下「ＬＮＧ基地事業者」という。）が、ＬＮＧタンクの運

用において、第三者とタンクの容量を共有した上でＬＮＧの貸借を行うなどしてタ

ンク容量を活用する方式を採用すること等によりガスの製造を積極的に受託するこ

とは、ＬＮＧ基地の利用を促進するものであり、公正かつ有効な競争の観点から望

ましい。 

 

  ② その他ＬＮＧ基地の第三者利用等 

 

    その他ＬＮＧ基地事業者等は、その他ＬＮＧ基地等の第三者による利用に当たっ

て、以下のような対応を採ることが公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

   ○ その他ＬＮＧ基地事業者が、第三者がその他ＬＮＧ基地を利用する際の交渉の

前提や交渉を行うルールを明確にするための要領等を策定すること。 

   ○ その他ＬＮＧ基地事業者が、その他ＬＮＧ基地の設備容量及び現行の運用状況

や将来の運用に関する予定（予想）など余力を推定するに十分な情報を公開する

こと。 

   ○ ＬＮＧ基地事業者が、利用の申出を拒否した場合は、その拒否事由を文書によ

り相手方に通知すること。 

   ○ ＬＮＧ基地事業者が、利用希望者と利用に関する契約の締結に至った場合、競

争上の地位、利用者の承諾など法人情報等への配慮を行った上で、主な契約条件

（取引数量、利用期間等）を契約締結から一定期間を経た後で公表すること。 

   ○ 熱量調整設備や付臭設備等が設けられていないその他ＬＮＧ基地について、近

傍に別の事業者の保有する熱量調整設備や付臭設備等がある場合には、当該その

他ＬＮＧ基地を保有している事業者と、当該熱量調整設備や付臭設備等を保有し

ている事業者が相互に連携し、第三者利用に応じること。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 
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  ① 第三者利用の不当な拒否 

 

    ガス製造事業者が、正当な理由なくガス受託製造を拒んだときは、経済産業大臣

によるガス受託製造の実施命令の対象となり得る（ガス事業法第８９条第５項）。 

 

    （略） 

 

  ② 情報の目的外利用 

 

    ガス製造事業者が、ガス受託製造の業務に関して知り得た当該ガス受託製造の役

務の提供を受ける者及び需要家に関する情報を当該業務の用に供する目的以外の目

的のために利用し、又は提供することは、ガス事業法上問題となり、経済産業大臣

による当該行為の停止・変更命令（同法第９２条第２項）の対象となり得る。 

 

  ③ 第三者利用における差別的取扱い 

 

    ガス製造事業者は、ガス受託製造の業務について、特定の者に対して、不当に優

先的な取扱いをし、若しくは利益を与え、又は不当に不利な取扱いをし、若しくは

不利益を与えることをしてはならない（ガス事業法第９２条第１項第２号）。 

    例えば、ガス製造事業者が、ガス受託製造の条件（利用期間、利用態様等）が同

一であるにもかかわらず、自己又はグループ内のガス小売事業者に比べて、その他

の者に対して料金を高く設定するなど、ガス受託製造に関し、特定の者に対して不

当に高い料金を設定することは、ガス事業法上問題となり、経済産業大臣による当

該行為の停止・変更命令（同法第９２条第２項）の対象となり得る。 

 

（２）その他製造委託等 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

   ガス導管事業者やガス製造事業者等の熱量調整設備や付臭設備等のガス製造に必要

な設備を保有する事業者が、当該事業者の事業の遂行に支障がない限り、十分な製造

設備を保有しないガス小売事業者からの求めに応じて（数量繰越の対象となるガスの

製造のために求める場合も含まれる。）、熱量調整や付臭等のガス製造に係る業務を

設備余力の範囲で積極的に受託することは、公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

   なお、ガス製造事業者が行うガス受託製造（ガス事業法第８９条第１項）について

は、この限りではなく、その場合には、原則として、経済産業大臣に届け出たガス受

託製造約款に従って、受託することとなる（同法第８９条第２項）。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 
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   物理的にガスが届かないエリアへの託送供給において、従来、一般ガス事業者によ

る振替供給（注）による対応がなされてきた。小売全面自由化後も、物理的にガスが

届かないエリアへの託送供給を広く実現するためには、複数のエリアに製造設備を有

するガス事業者による振替供給が不可欠であることから、ガス導管事業者から合理的

な条件で振替供給を依頼されたガス事業者が、振替供給に対応することが当該ガス事

業者の事業の遂行に支障を及ぼさないにもかかわらず、振替供給を拒否することによ

り、振替供給に係る託送供給の実現を阻むことは、ガス事業法上業務改善命令（同法

第２０条第１項等）や業務改善勧告（同法第１７８条第１項）の対象となり得る。 

  （注）振替供給とは、託送供給依頼者が、ガスを注入する受入地点の属する払出エリ

ア以外の払出エリアにおける需要場所に対する託送供給を希望する場合、これに

応じるために、ガス導管事業者からの指示に基づき、当該託送供給依頼者以外の

者が、受入地点に注入するガス量の増減調整を行うことをいう。 
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Ⅳ 託送供給分野における適正なガス取引の在り方 

 

１ 考え方 

 

（１） 公正かつ有効な競争の観点からは、ガス導管事業者自身の内部取引と同一の条件

の下に、全てのガス小売事業者に対し、ネットワークが開放されることが不可欠で

ある。 

    具体的には、託送供給料金と導管ネットワーク運用の両面において、透明、公平、

迅速かつ合理的な条件による対応が求められる。 

 

   ① ガス事業法において、託送供給料金に関しては、一般ガス導管事業者に、託送

供給に係る料金その他の供給条件について、託送供給約款を定め、経済産業大臣

の認可を受けること（同法第４８条第１項）、特定ガス導管事業者に、託送供給

約款を定め、経済産業大臣に届け出ること（同法第７６条第１項）を原則として

義務付けている。また、託送供給料金を引き下げることなどにより、これらのガ

ス導管事業者が、認可を受けた又は届出をした託送供給約款を変更する場合には、

変更後の託送供給約款を経済産業大臣に届け出ることを義務付け（同法第４８条

第６項、第７６条第２項）、ガスの供給を受けようとする者が託送供給を受ける

ことを著しく困難にするおそれがあるなど託送供給約款の内容が不適切な場合に

は、経済産業大臣による変更命令が発動されることとされている（同法第４８条

７項、第７６条第４項）。 

 

   ② 導管ネットワーク運用に関しては、ガス導管事業者は、正当な理由なく託送供

給を拒んではならないこととされている（同法第４７条第１項、第７５条）。ま

た、託送供給分野における禁止行為として、同法第５４条第１項各号、第８０条

第１項各号において、ガス導管事業者に課される託送供給に伴う情報の目的外利

用の禁止及び差別的取扱いの禁止に関する事項が規定されている（注１、２）。      

    （注１）ガス導管事業者以外の導管ネットワーク保有者にあっては、自主的に託

送供給を行うことが望ましい。 

    （注２）ガス導管事業者と託送供給業務に関連した他のガスを供給する事業を営

む者（新規に供給事業を営もうと意図している者も含む。）との間で導管

ネットワークの運用を巡って紛争が生じた場合、まずは当事者間で紛争解

決が図られるが、それでも紛争が解決しない場合には、当事者は、経済産

業省に紛争処理を申し出ることができるほか、電力・ガス取引監視等委員

会にあっせん・仲裁を申請することができる（ガス事業法第１０７条、第

１０８条）。 

       その際には、紛争の原因となった事実・判断に関して、ガス導管事業者が

導管ネットワークの情報を一元的に管理していることを踏まえ、ガス導管事

業者は十分に説明を行うこととする。 
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（２） これらの点については、ガス事業法上の託送供給約款の認可・届出、変更命令の

スキーム、行為規制により担保されるものであるが、公正かつ有効な競争の観点か

ら、後記２で示す点を踏まえ、ガス導管事業者の適切な対応が必要である。 

 

２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 

 

（１）託送供給料金等についての公平性の確保 

 

 ○ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

   ガス導管事業者は、託送供給料金等についての公平性を確保するため、以下の行為

を行うことが望ましい。 

 

 ① 託送供給料金に係る問合せ対応 

 

   ガス導管事業者が設定する託送供給料金については、可能な限り利用形態を反映し

た料金を設定した上で、需要種別間の託送供給料金の適切性について必要資料を公表

するなど、料金改定時等において自主的に説明するとともに、具体的な算定根拠等に

ついて、ガス小売事業者又は卸売事業者からの個別の問合せがあった場合、これに応

じて適切に対応することが、公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

   また、ガス導管事業者は、あるひとつの需要場所に対して供給する場合の託送供給

料金負担について、自己又はグループ内の小売部門以外のガス小売事業者からのガス

の購入を検討している需要家からの問合せがあった場合、これに応じることが、公正

かつ有効な競争の観点から望ましい。なお、こうした問合せに対してガス導管事業者

は、託送供給等業務を行う部門と、自己又はグループ内の小売部門等他部門との情報

遮断を厳格に行うことが適当である。 

 

 ② 託送収支に係る情報公開 

 

   託送収支に係る過去５年程度の計算書等については、随時閲覧可能とすることが、

公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

 

（２）情報の目的外利用の禁止 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 

 

   ガス導管事業者は、託送供給に伴う情報の目的外利用の禁止を確保するため、以下

の行為を行うことが望ましい。 

 

  ① 託送供給を依頼するガスを供給する事業を営む者（新たに託送供給を依頼しよう
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とする者を含む。以下「託送供給依頼者」という。）に対する託送供給に関連する

情報連絡窓口は、自己又はグループ内の製造部門又は小売部門ではなく、託送供給

の業務及びこれに関連する業務（以下「託送供給関連業務」という。）を行う部門

（以下「託送供給関連業務部門」という。）に設置し、これを明確化する。 

 

  ② 託送供給関連業務部門において託送供給の業務を行う従業員は、自己又はグルー

プ内の製造部門又は小売部門の業務は行わない。ただし、供給設備の事故や非常災

害時等、緊急的に供給支障を解消することが必要な場合、自己又はグループ内の製

造部門又は小売部門に属する者が託送供給関連業務部門の業務を行うことを妨げる

ものではない。 

 

  ③ 上記②に掲げるもののほか、ガス導管事業者は、現在、自己又はグループ内の製

造部門又は小売部門と連携して行われているガス導管事業者のガス供給業務の過度

の硬直化・非効率化を招かないよう留意し、連携して行う必要のある業務について

は、当該業務を明確化する。 

 

  ④ 託送供給の業務に関して知り得た託送供給依頼者及びガスの使用者に関する情報

（以下「託送供給関連情報」という。）の目的外利用を防止するため、託送供給の

業務を行う従業員は、託送供給関連情報の記載のある文書・データを適切な方法に

より保管するとともに、託送供給関連業務部門から他部門への託送供給関連情報の

伝達及び両部門間の託送供給関連情報の共有（社内文書交換、共通サーバーへのア

クセス等）等を管理する。また、託送供給関連業務部門と他部門は別室にする等、

物理的に隔絶する。 

 

  ⑤ 託送供給関連業務部門と他部門との人事交流に当たっては、託送供給関連情報の

目的外利用を防止するため、行動規範を作成し、当該従業員に遵守させる。 

    なお、両部門を統括するような地位にある従業員、経営者等についても行動規範

を遵守させる。 

 

  ⑥ 託送供給関連業務部門に提供された情報で、託送供給関連業務等の遂行のため、

他部門に渡さざるを得ないもの（技術的検討依頼を行う場合等）については、託送

供給依頼者や関連するガス使用者の名称を符号化して扱う等の対応により、その情

報を他部門が目的外に活用できないように管理する。 

 

  ⑦ 託送供給関連情報の目的外利用の禁止を含め、託送供給関連情報の取扱いに関し

て、社内規程等を作成し、公表する。また、当該社内規程等の遵守状況に係る管理

責任者を選任し、公表する。 

 

  ⑧ なお、ガス導管事業者のガス事業の規模や経営実態から、上記①から⑦までの措

置の厳格な実施が困難な場合においては、導管ネットワークの公平・透明な利用と
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いうガス事業法の趣旨を踏まえ、事業規模等に応じた適切な情報管理を行うものと

する。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 

 

   託送供給の業務に関して知り得た託送供給依頼者及びガスの使用者に関する情報を

当該業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供する行為があると認

められる場合は、当該業務を行うガス導管事業者に対し、ガス事業法第５４条第２項、

第８０条第２項による当該行為の停止又は変更の命令が発動される。 

 

   ここでいう「託送供給の業務に関して知り得た託送供給依頼者及びガスの使用者に

関する情報」とは、他の事業者が知り得た場合に当該事業者の行動に影響を及ぼし得

る情報で、例えば、以下のような情報をいう。 

  ① 託送供給依頼者のガス供給源（契約により調達するものを含む。以下同じ。）の

状況 

   １）ガス供給源の接続予定地点、稼動（又は供給）開始予定時期 

   ２）ガスの製造方式、製造設備の仕様及び原料調達、又はガスの調達計画 

   ３）ガスの性状と圧力 

  ② 託送供給依頼者のガス供給条件等 

   １）託送によるガス供給の状況（託送ガス量、インバランス量、事故状況等） 

   ２）供給予備力 

   ３）保安体制及び組織 

  ③ 託送供給依頼者のガスの使用者の需要動向・需要実績等 

   １）需要動向（最大流量倍率、個別の需要家の需要見通し、需要家及びその規模の

分布等） 

   ２）需要実績（最大ガス量、ガス流量変動履歴） 

   ３）託送の状況（託送ガス量） 

 

   ここでいう「当該業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供する

行為」とは、例えば、当該情報を以下のような目的に利用し、又は提供することをい

う。 

  ① 託送供給依頼者の経営状況の把握 

  ② 託送供給依頼者に対抗したガス供給の提案 

  ③ 託送供給依頼者の特定の需要家を特に対象とした営業活動 

  ④ 託送供給依頼者の需要家を自己又は自己の関係事業者に転換させ、又は託送供給

依頼者の契約変更を阻止する等のために利用すること 

 

（３）差別的取扱いの禁止 

 

 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 
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  ① 関係情報の積極的な公表 

 

    事業者間の公正かつ有効な競争を促進するためには、新規参入者の予見可能性を

高めることが重要であり、ガス導管事業者は、導管網への接続の検討に関係する以

下の情報を公表することが望ましい。 

   １）注入計画の策定に関する考え方 

   ２）主要導管の敷設状況及び供給状況（導管の圧力、主要な受入地点・送出地点、

供給能力、供給実績、余力等） 

   ３）払出エリア毎の総需要量 

   ４）払出エリアにおけるロードカーブの例（ピーク日におけるロードカーブ実績等） 

等 

 

  ② 導管網への接続検討における望ましい対応 

 

    また、事業者間の公正かつ有効な競争を促進する観点から、導管網への接続検討

を申し込まれた場合において、ガス導管事業者は、以下の情報を提示することが望

ましい。 

   １）接続側で具備することが求められる設備及びその根拠 

   ２）接続点におけるガス圧力や流量などガス製造設備の設計等に必要な情報 

   ３）託送供給可能量の制約及びその根拠 

   ４）振替供給可能量 等 

    なお、ガス導管事業者のガス事業の規模や導管網の敷設状況から、上記①に関す

る措置の実施が困難な場合には、導管ネットワークの公平・透明な利用というガス

事業法の趣旨を踏まえ、適切な方法により情報提供を行うものとする。 

    ガス導管事業者は、託送供給料金と自己又はグループ内の小売部門の行う小売・

卸供給に対する託送供給相当の料金の透明性及び公平性を確保する観点から、需要

家の了解が得られた場合には、託送供給依頼者や需要家の求めに応じて、個別の小

売・卸供給に対する託送相当の料金額、需要実績等を速やかに提供することが望ま

しい。 

 

 イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 

 

   託送供給の業務その他のその維持し、及び運用する導管に係る業務（ガス事業法第

５４条第１項、第８０条第１項）について、例えば、以下のように、特定の託送供給

依頼者に対し、不当に優先的な取扱いをし、若しくは利益を与え、又は不当に不利な

取扱いをし、若しくは不利益を与える行為があると認められる場合は、ガス導管事業

者に対し、同法第５４条第２項、第８０条第２項による当該行為の停止又は変更の命

令が発動される。 
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  ① 託送供給関連業務部門による個別ルールの差別的な適用 

 

    導管網への接続の検討、導管網の利用、導管網の整備等にかかる計画段階等にお

いて、例えば、以下のように、ガス導管事業者が当該事業者の自己又はグループ内

の製造部門又は小売部門と託送供給依頼者とを不当に差別的に取り扱った場合（複

数の託送供給依頼者に対して託送供給を行う場合において特定の託送供給依頼者と

それ以外の託送供給依頼者とを不当に差別的に取り扱う場合を含む。以下②～④に

おいて同じ。） 

   １）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、導管網への接続の検討に関して、検討に要する期間が不当に異なる、

検討の内容が不当に異なる、託送供給等にかかる条件を変更した場合の対応が不

当に異なる、回答の内容が不当に異なる、適用する判断基準や技術基準が不当に

異なる、費用負担が不当に異なる又は計画を撤回した場合の取扱いが不当に異な

る場合 

   ２）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、異なる条件で、ガス供給を制限又は停止する等、導管網の運用に関

する取扱いが不当に異なる場合 

   ３）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、導管のメンテナンス、ガスメーター交換の実施に関する情報の通知

時期が不当に異なる、あるいは特定の事業者に対して事前に連絡を行わない等託

送供給を利用するに当たり、託送供給依頼者が必要とする情報の提供について不

当に差別的に取り扱った場合 

   ４）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、ガス製造設備の接続申込み等に対して、正当な理由なく、不当に導

管を迂回して敷設する等により、導管網の整備等に関して不当に差別的に取り扱

った場合 

 

  ② 託送供給関連業務部門が保有する情報の差別的な開示・周知 

 

    託送供給料金の改定、導管網への接続の検討に関して託送供給業務関連部門が保

有する情報の開示・周知において、例えば、以下のように、ガス導管事業者の自己

又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼者とを不当に差別的に取り

扱った場合 

   １）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、導管網への接続の検討の際に事前に開示する情報（例えば、導管敷

設状況、導管の圧力・最大流量、託送供給可能量等）に不当に差がある場合 

   ２）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、例えば、新しい託送供給料金の公表後、直ちにガス導管事業者の自

己又はグループ内の製造部門又は小売部門が新しい託送供給料金に基づき作成し

た新料金メニューによる営業活動を行う場合等料金改定や条件変更に関する情報
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の事前の周知に不当に差がある場合 

   ３）ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼

者との間で、託送供給業務関連部門が保有するガスの使用者に関する情報（例え

ば、年・月間使用量等）の開示が不当に差別的に取り扱われている場合 

 

  ③ 託送供給料金メニュー・サービスの提供における差別的な対応 

 

    同一供給条件の需要に対する、託送供給料金メニューの適用、託送供給業務にお

けるサービスの提供等において、例えば、以下のように、ガス導管事業者が当該事

業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼者とを不当に差

別的に取り扱った場合 

   １）託送供給契約期間中に契約最大使用量の変更を行う場合において、ガス導管事

業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供給依頼者との間で補

償料等の適用に係る取扱いが異なる場合 

   ２）託送供給契約において、託送供給依頼者が１年未満の契約期間での契約ができ

ない又は一年未満の期間で契約を解約して精算することができないことなど、契

約期間に関して取扱いが異なることにより、ガス導管事業者の自己又はグループ

内の製造部門又は小売部門が需要家に対し提供するガス供給サービス（例えば、

契約期間）と同等のサービスを託送供給依頼者が提供できなくなる場合 

   ３）託送供給サービスにおいて、ガス導管事業者からの託送供給量の連絡の時期・

方法が、ガス導管事業者の自己又はグループ内の製造部門又は小売部門と託送供

給依頼者との間で不当に異なることにより、ガス導管事業者の自己又はグループ

内の製造部門又は小売部門が需要家に提供しているガス使用量の通知サービスと

同等のサービスを託送供給依頼者が提供できなくなる場合 

 

  ④ その他託送供給に関連した需要家への差別的な対応 

 

    導管部門の事故対応等（事故状況の問合せ、事故復旧の順序等）、計量器の交換

の可否・交換時期に関して、ガス導管事業者が、自己又はグループ内の需要家であ

るか託送供給依頼者の需要家であるかにより不当に差別的に取り扱った場合（なお、

結果として事故復旧の順序が異なること自体が問題であるわけではない。） 

    また、転居等により新たにガス小売事業者を検討中の需要家に対する情報提供に

おいて、自己又はグループ内の小売部門の情報のみを提供するなど、ガス導管事業

者が、自己又はグループ内の小売部門と他のガス小売事業者とを不当に差別的に取

り扱った場合 

 




